
日本型教育の海外展開推進事業（EDU-Port ニッポン） 令和２年度予算額 ７２百万円
前 年 度 予 算 額 ７１百万円

【概要】諸外国から高い関心が示されている日本型教育について、各省連携・官民連携のもと海外展開を促進
【効果】○日本の教育の国際化 ○親日層の拡大、SDGsへの貢献 ○日本の経済成長への還元
【関連する政策文書】・インフラシステム輸出戦略（令和元年度改訂版）で人材育成を含むソフトインフラも重点分野として位置づけ

・「日本型教育の海外展開」が第3期教育振興基本計画（平成30年6月15日閣議決定）の１つの柱に盛り込まれる

海外展開パイロット事業【7百万円(３０百万円)】

文部科学省、外務省、経済産業省、ＪＩＣＡ、ＪＥＴＲＯ等
の連携の下、「日本型教育の海外展開官民協働プラットフォーム
（EDU-Portニッポン）」を運営し海外展開のための基盤を構築

官民の代表からなる有識者会議
シンポジウム開催、セミナーの開催、国際フォーラムへの出展
事業者に対する個別相談
広報・プロモーション素材の作成（動画、パンフ等）
様々な外交の機会を捉えて、相手国政府への働きかけ
パイロット事業の成果等に関する調査分析

日本型教育の海外展開のモデルとなりうる事業を、プラットフォーム
を通じて集中的に支援

渡航費、通訳費等の経費支援
推薦レターの発行
在外公館等による現地でのサポート等

大学、民間事業者、
NPO法人、教育機関等

約500機関

令和２年度（７百万円）
<想定地域>
TICADⅦ において、理数科教育に係る教育支援を打ち出しており、
アフリカ地域を中心に、南米、中東地域、アジア地域にて実施

＜これまでの成果＞
・平成30年度から、パイロット事業の対象地域をアジアに加え、中東・中南米・アフリカにも拡大し、これまで、
合計35か国において、47件を支援。
・日本側教員、職員、児童、生徒等の参加者数9,500人、相手国の教員、職員、児童、生徒等の参加者
数が36,000人を超える。
・「日本の教育文化・制度」の国際プレゼンスの向上や、外国人児童生徒への教育ノウハウの蓄積など日本の
教育の国際化に貢献し、着実な成果が上がっている。

JICA、JETRO

関係省庁
文科省、外務省、
経産省、大使館

＜日本型教育の海外展開の具体的な事例＞
・カンボジア：カンボジア国内２地点と日本をつなぐ、日本開発デジタル教材を活用した日本型「指導要領」の

実践
・ペルー ：レッスンスタディを活用した体育教員システムの構築を目指し、体育教師の能力開発に向けた支援
・カメルーン：教材研究に基づく授業研究の導入支援し、教育の質の向上を図る
・エジプト：特別活動の公立学校への導入を目指して、モデル校において掃除、日直等の取組を実施

（JICAスキームにて支援）政府系機関
JICA、JETRO

官民協働プラットフォームの運営【65百万円（41百万円）】

EDU－Portシンポジウム EDU－Portブース

資
料

4-1



EDU-Portニッポン 令和２年度の主な事業内容

①公認プロジェクト ②応援プロジェクト

重点地域 地域は問わない 地域は問わない

経費支援 １００万円程度／件 なし

対象期間 ２年間（※経費支援は１年目のみ） ２年間

採択件数 新規４件程度 新規１０件程度

（２）調査研究事業（令和２年度限定の新規事業）

（１）パイロット事業（令和元年度までのスキームを基本的に踏襲）

・プロジェクト認定を通じたモデル形成を図るとともに、一部プロジェクト経費に対する支援を行う。

予算規模 計画額の上限：20,000千円

対象期間 １年間

採択件数 １件程度

・これまでの「EDU-Portニッポン」でのパイロット事業の成果に対する学術的な調査分析を実施し、
それらを踏まえた今後の日本型教育の海外展開の在り方等について提示する。

（３）その他
①トピックセミナー（オンライン）：体育教育（約130名の出席）
②海外での教育見本市（World Didac Asia （タイ） ） 11月にオンラインで参加
③令和3年3月 第５回EDU－Portシンポジウム（成果報告・ネットワーキング）
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